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概要︓⾸都直下地震における要配慮者対策
〜令和6年能登半島地震を事例に〜

1. 平時の要配慮者⽀援体制（ｽﾗｲﾄﾞ3-6)
2. 災害時には「平時の要配慮者⽀援体制」に何が起こるか

（ｽﾗｲﾄﾞ7-8)
3. R6能登半島地震における要配慮者⽀援：

災害派遣福祉チームDWATの活動（ｽﾗｲﾄﾞ9-11)
4. ⾸都直下地震に必要な要配慮者対策①②③

（ｽﾗｲﾄﾞ12-20）
4. 能登半島地震での課題（ｽﾗｲﾄﾞ21）
5. 地域包括ケアの進化は、平時のみならず災害時の問題解

決になるのか（ｽﾗｲﾄﾞ22,23）
6. 復旧・復興期の要配慮者対策（ｽﾗｲﾄﾞ 24）

(参考）過去災害における被災者・要配慮者の移動
（ｽﾗｲﾄﾞ25-31)



地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、地域の特性に応じて作り上げていく

平成２８年３⽉ 地域包括ケア研究会報告書より

平時の体制



市町村では、 ２０２５年に向けて、３年ごとの介護保険事業計画の策定・実施を通じて、地域の自主性や主体性に基づき構築

厚⽣労働省, https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/chiiki-houkatsu/dl/link1-6.pdf

平時の体制



地域包括支援センター：地域包括ケア実現に向けた中核的な機関として市町村が設置
多様な組織の活動や資源を活⽤して運営していく、地域をマネジメントしていく役割が期待されている

平時の体制



平時の体制



地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、地域の特性に応じて作り上げていく

平成２８年３⽉ 地域包括ケア研究会報告書より

災害時（地震）

④医療機関
・建物損傷
・医療器具損傷
・断⽔等
→機能不全
→救命ニーズへの対応

③介護施設・事業所
・建物損傷
・断⽔等
→・ｻｰﾋﾞｽ提供不可

①要配慮者の住まい
・倒壊・損傷
・流出・⼟砂・焼失
→在宅での⽣活困難
→施設での⽣活困難

⑤地域資源
・⾃らの被災
・要配慮者⽀援以外のﾆｰｽﾞ増加
→⽀援⼒の低下

②要配慮者
・⾝体状況の悪化
→新たな介護ﾆｰｽﾞの発⽣

⑥地域包括・ケアマネ
・事業者委託→被災・施設の対応
・市町村⾃営→災害対応

災害時の住まい
・福祉避難所
→福祉施設・介護者の
被災により確保が困難
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高齢被災者における住まいの移動（2004新潟県中越地震）
⼩千⾕市：介護保険認定者
・介護施設の被災
・インフラの途絶

過去災害の実態把握



平成２８年３⽉ 地域包括ケア研究会報告書より

災害時（R6能登半島地震を事例に）

・急性期の救命

OP④被災地 福祉施設の機能確保⽀援
→介護⼈材の派遣

災害派遣福祉チームDWAT
*関係機関が県単位で広域⽀援ネットワーク協議会を設⽴

→県（⼀部県社協等と共同、委託）が事務局

災害派遣医療チームDMAT
*都道府県と医療機関との間で締結された協定

災害時の要配慮者の住まい
・福祉避難所

OP①福祉避難所への福祉専⾨職派遣

包括⽀援センター
ケアマネ

災害時の住まい
避難所

福祉避難所が
想定数確保できない

避難所に
要配慮者が多数

1.5次避難所
・要配慮者多数が

⼀定期間滞在

OP ③1.5次避難所への介護⼈材の派遣 被災地外 福祉施設OP⑤
への緊急⼊所に係る調整

M3

⑤地域資源
・⾃らの被災
・要配慮者⽀援以外のﾆｰｽﾞ増加
→⽀援⼒の低下

・被災地 医療機関の機能確保⽀援
→医療⼈材の派遣

②要配慮者
・⾝体状況の悪化
→新たな介護ﾆｰｽﾞの発⽣

⾃らも被災
→地域の要配慮者や⽀援機能
の状況把握が困難に
要配慮者の安否確認・状況把握
福祉避難所、1.5次避難所の⽀援調整

M1

OP②避難所への保健師、
DWATの派遣

⼀般避難所に
重い要配慮者の滞在は不可能

2次避難所
・⾦沢市ｽﾎﾟｾﾝﾀ/産業展⽰館、

⼩松市総合体育館
・福祉施設（県外含む）

M2

OP⑤2次避難所における⽀援



災害時（R6能登半島地震を事例に）

内閣府・令和６年能登半島地震における避難所運営の状況
令和６年能登半島地震に係る検証チーム（第３回）

主な2次避難の状況 １次避難所
・発災直後の１⽉２⽇に最⼤の40,688⼈に
・４⽉９⽇時点で3,351⼈
2次避難所
・環境の整ったホテル・旅館等への２次避難を実施
・1/8 ⽯川総合ｽﾎﾟｰﾂｾﾝﾀｰﾒｲﾝｱﾘｰﾅを1.5次として開設。
・1/9２次避難施設へ移動するため受付窓⼝を開設
・2/16 最⼤5,275⼈がホテル・旅館等の２次避難所に

⽯川県避難所／避難者数の推移



①災害派遣福祉チームDWAT派遣状況

派遣先
・1次避難所
（⼀般避難所）

・1.5次避難所
・福祉避難所

マネジメント⽀援
・各派遣先への⼈員調整
・市町の状況把握・とりまとめ
・県全体の状況把握・とりまとめ
→市町村災害対策本部
→⽯川県災害対策本部（全社協から⼈員派遣）
DWAT活動における被災者⽀援の取り組みと課題
⽯川県厚⽣政策課

47都道府県から
3/31時点で1,393⼈
6/30時点で1,573⼈
が派遣

①DWAT派遣
• 社会福祉⼠、介護福祉⼠、保育⼠等の専
⾨職からなる１チーム４〜6名程度

（事前に研修を受けて登録された者）
• 1次、1.5次、福祉避難所に派遣

• ⼆次災害を防ぐことを⽬的
• 要援護者をより適切な場所に移す
• 相談、アセスメントをする
• 避難所の環境整備を⾏う等
• 必要な者に緊急的介護を提供する

②介護職員の応援派遣
• 被災社会福祉施設等への介護職員等を派
遣し、介護⽀援

• 国が都道府県を通じて、全国の社会福祉
施設から応援職員を募集

• 被災した社会福祉施設や福祉避難所へ派
遣

• 全社協中央センターの役割
• 派遣元施設と派遣先施設のマッチン
グ

• 派遣元施設の費⽤請求の際の情報提
供等の⽀援

福祉分野の派遣まとめ（全社協が事務局）

派遣スキームの違い



⾸都直下地震を想定した
要配慮者対策①︓対象者同定、拠点確保
• 要配慮者の対象者の想定

• 在宅／避難所 避難者
• 福祉避難所機能が必要な避難者
• 2次避難において⼊院・⼊所が必要な避難者

• 福祉施設の被災数の想定
• ⽀援拠点の検討

• 1.5次避難所
• 2次避難所（災害影響範囲から近い場所）

（R6能登：⾦沢市,⼩松市）
• マネジメント⽀援拠点
（R6能登：各市町拠点、県とりまとめ拠点：⽯川県）

能登半島地震を事例に
○○年後の⾸都圏における要配慮者数、施設数、⽀援拠点の想定
災害シナリオに沿って算出（地域ごとに）



過去の取り組み例︓要配慮者対策①︓対象者同定、拠点確保（2005東京都社協）

施設種別ごとの施設数（現況）

東京都社協からの委託研究 ⽥村圭⼦（新潟⼤）井ノ⼝宗成（現：富⼭⼤）



過去の取り組み例︓要配慮者対策①︓対象者同定、拠点確保（2005東京都社協）
施設種別ごとの施設分布

東京都社協からの委託研究 ⽥村圭⼦（新潟⼤）井ノ⼝宗成（現：富⼭⼤）



過去の取り組み例︓要配慮者対策①︓対象者同定、拠点確保（2005東京都社協）

対象者の災害における⾃⽴度想定（施設種別より）

東京都社協からの委託研究 ⽥村圭⼦（新潟⼤）井ノ⼝宗成（現：富⼭⼤）



過去の取り組み例（東京都社協）過去の取り組み例︓要配慮者対策①︓対象者同定、拠点確保（2005東京都社協）

東京都社協からの委託研究 ⽥村圭⼦（新潟⼤）井ノ⼝宗成（現：富⼭⼤）



⾸都直下地震を想定した
要配慮者対策②︓体制整備

保健医療福祉調整本部
・⽯川県において実質機能していた。厚労省の貢献。
・本機能の災害対策本部（内閣府）の位置づけの整理
・以下の組織のマネジメント機能を成⽴させる
・全体のとりまとめ、調整機能を誰が担うか

上記リストは、内閣府・令和６年能登半島地震における避難所運営の状況
令和６年能登半島地震に係る検証チーム（第３回）から抜粋

■ ⺠間団体による避難所⽀援

要配慮者対策①︓対象者同定、拠点確保に対する
⽀援必要⼈材数の想定と体制整備「だれがどこからいつまで」



災害派遣福祉チームDWATを今後どう育てるか
■体制の⼤枠
1．「災害派遣福祉チーム」：現地派遣⼈材チームの確保・育成

→「災害派遣福祉チームの育成に関する調査研究事業」で開発した研修資料を活⽤
2．「災害福祉⽀援ネットワーク」：現地派遣を⽀える関係機関における協議会
■業務の標準化：ガイドライン「災害時の福祉⽀援体制の整備について」

（平成30 年5 ⽉30 ⽇厚⽣労働省社会・援護局⻑通知）
■災害福祉⽀援ネットワークの整備
「災害福祉⽀援ネットワーク構築推進等事業」」（平成24 年度創設）
「災害福祉⽀援ネットワーク中央センター事業」（令和4年度から）

• 社会福祉法⼈全国社会福祉協議会に委託
• 各都道府県の災害福祉⽀援体制の強化
• 都道府県間の連携体制の構築

■DWATを包含する枠組み：保健医療福祉活動の体制整備
「⼤規模災害時の保健医療福祉活動に係る体制の整備について」

（令和4 年7 ⽉22 ⽇社援発0722 第1 号厚⽣労働省社会・援護局⻑通知）
・各都道府県において保健医療福祉調整本部の設置
・各都道府県における⼤規模災害時の保健医療福祉活動に係る体制の整備

• 株式会社富⼠通総研「災害福祉⽀援ネットワーク、DWAT の実態把握、課題分析及び運営の標準化に
関する調査研究事業報告書」令和5年3⽉ https://www.mhlw.go.jp/content/12200000/001142052.pdf

これまでの経緯
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平成24年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和2年度 令和4年度

1 既に構築している 11 10 14 19 23 28 41 46

2 現在構築中である 3 10 15 14 12 13 5 1

3 今後構築の予定だが、未だ取りかかっていない 10 6 5 10 6 2 1 0

4 未定 15 11 9 3 1 0 0 0

5 予定はない 2 0 1 0 1 0 0 0

6 その他 2 0 0 0 2 1 0 0

7 未回答 4 10 3 1 2 3 0 0

計 47 47 47 47 47 47 47 47
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災害派遣福祉チームDWAT
都道府県における災害時の福祉⽀援体制の構築状況



⾸都直下地震を想定した
要配慮者対策③︓要配慮者情報

• 対応に必要な被災者の情報をどのように⽀援者と共有す
るのか

• R6能登では、要配慮者の平時の状況が不明
• 要配慮者が災害が起こってからどのような経緯で「ここにいる
のか」の状況把握困難

• 実態：避難者本⼈等への聞き取りに頼らざるを得なかった（要
配慮者全てが各⾃の情報を客観的に把握できていない）（サー
ビス受給状況わからない）

→避難⾏動要⽀援者名簿、個別避難計画を活⽤した被災者の情報
共有の仕組みが必要
→要配慮者に係る被災者台帳の事前整備を検討すべき
（災害対策基本法：被災者⽀援のための情報を格納し、⾏政職

員や対応者が共有することができる）
→広域被災の場合の情報共有の仕組みが必要
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災害時（R6能登半島地震での課題）

・急性期の救命

OP④被災地 福祉施設の機能確保⽀援
→介護⼈材の派遣

災害派遣福祉チームDWAT
*関係機関が県単位で広域⽀援ネットワーク協議会を設⽴

→県（⼀部県社協等と共同、委託）が事務局

災害派遣医療チームDMAT
*都道府県と医療機関との間で締結された協定

災害時の要配慮者の住まい
・福祉避難所

OP①福祉避難所への福祉専⾨職派遣

包括⽀援センター
ケアマネ

災害時の住まい
避難所

福祉避難所が
想定数確保できない

避難所に
要配慮者が多数

1.5次避難所
・要配慮者多数が

⼀定期間滞在

OP ③1.5次避難所への介護⼈材の派遣 被災地外 福祉施設OP⑤
への緊急⼊所に係る調整

M3

⑤地域資源
・⾃らの被災
・要配慮者⽀援以外のﾆｰｽﾞ増加
→⽀援⼒の低下

・被災地 医療機関の機能確保⽀援
→医療⼈材の派遣

②要配慮者
・⾝体状況の悪化
→新たな介護ﾆｰｽﾞの発⽣

⾃らも被災
→地域の要配慮者や⽀援機能
の状況把握が困難に
要配慮者の安否確認・状況把握
福祉避難所、1.5次避難所の⽀援調整

M1

OP②避難所への保健師、
DWATの派遣

⼀般避難所に
重い要配慮者の滞在は不可能

2次避難所
・⾦沢市ｽﾎﾟｾﾝﾀ/産業展⽰館、

⼩松市総合体育館
・福祉施設（県外含む）

M2

OP⑤2次避難所における⽀援



■地域包括ケアの進化は、平時のみならず災害時の問題解決になるのか→期待できる
• 地域包括ケアの深化に伴い地域で居住する重度⾼齢者や障害者が増えることで、
停電時や災害時への意識が⾼まっている

→災害時について検討を始めているところもある
• 「災害時に地域包括ケアを実際に機能させる」「医療保険福祉資源の事業継続BCPを
⽀える」ためのDWATや災害福祉⽀援ネットワークを整理し位置付ける必要がある

→要配慮者対策として、内閣府や⾏政の防災担当、厚労省や⾏政の医療保健福祉の連携
→分野にまたがる事項であり、誰が「絵を描くのか（戦略に落とし込むのか）」？
・

平時 災害時



全社協、令和3年度
「災害から地域の⼈びとを守るために〜災害福祉⽀援活動の強化に向けた検討会報告書〜」



市町村では、 ２０２５年に向けて、３年ごとの介護保険事業計画の策定・実施を通じて、地域の自主性や主体性に基づき構築

厚⽣労働省, https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/chiiki-houkatsu/dl/link1-6.pdf

復旧・復興期 介護ニーズの把握と介護計画の変更



以下、参考
過去災害における

被災者・要配慮者の移動
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2003年調査・震度6・７地域
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都市部の災害
・ゆれ・延焼⽕災
・「⼀連のゆれ」は少なく・⼩規模
→避難者は⾃宅に留まる傾向⼤きい

過去災害の実態把握
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被災者の「住まいの移動」（2007新潟県中越沖地震）

27

地⽅都市の災害
・被害範囲は限定的
・「⼀連のゆれ」は少なく・⼩規模
→避難者は⾃宅に留まる傾向が⾮常に⼤きい

過去災害の実態把握
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中⼭間地域の災害
・ゆれ・⼟砂災害の被害
・孤⽴集落の発⽣
・「規模の⼤きな⼀連のゆれ」が多発
→避難者が最⼤で市⺠の8割近く

過去災害の実態把握
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高齢被災者における住まいの移動（2004新潟県中越地震）
⼩千⾕市：介護保険認定者
・介護施設の被災
・インフラの途絶

過去災害の実態把握（再掲）
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新潟県中越地震発⽣後の⾼齢者の⼊院・⼊所状況
（⼩千⾕市）

10月27日

12月12日までに確認
された総数 399人

小千谷市高齢福祉課提供資料により京大防災研・田村圭子（COE研究員）が作成
30

過去災害の実態把握
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過去災害の実態把握
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